
 

資料７ 

障がい者（児）福祉に関するアンケート調査の概要 

 

Ⅰ．障がい者（児）本人を対象とするアンケート調査 

１ 調査の目的 

  市内に居住する障がい者（児）を対象に、生活状況や福祉サービスの利用状況、今後の利用

意向等を把握することで、障がい者基本計画策定及び障害福祉計画並びに今後の障がい者（児）

施策立案のための基礎資料とする。 

 

２ 調査の設計 

（１）調査対象者 

   ・障害福祉サービスを受給している 65歳未満の者 1,200人 

   ・障害福祉サービスを利用しておらず、加古川市内在住の「身体障害者手帳」、「療育手帳」、

「精神障害者保健福祉手帳」所持者(児)から無作為抽出した者(児)   800人 

（２）調査方法 

   郵送配布、郵送回収 

（３）調査期間 

   令和５年７月 14日ごろから８月４日まで（３週間） 

 

３ 調査項目 

（１）回答者の属性 

（２）住まい・暮らし 

（３）健康・医療 

（４）日中活動・就労 

（５）サービス利用 

（６）相談 

（７）権利擁護 

（８）コミュニケーション 

（９）災害等 

（10）その他 

 調査票の調査項目は、第６期障害福祉計画策定時に実施したアンケート調査の内容に最新の障

がい者福祉の動向を踏まえた内容を加えたものとし、本アンケート調査を実施することで、経年

による意識・意向等の変化や現在の意識・意向等を確認する。 

 

４ アンケート調査票（案）   別紙「調査票（個人）」のとおり 

  



Ⅱ．障害福祉サービスを提供する事業者等に対するアンケート調査 

１ 調査の目的 

  障害福祉サービスを提供する事業者に対して、サービス提供の現状や事業所運営における課

題・意向等を把握することで、障がい者基本計画策定及び今後の障がい者（児）施策立案のた

めの基礎資料とする。 

 

２ 調査の設計 

（１）調査対象 

   市内に事業所を有する障害福祉サービス等の事業者（200か所程度） 

（２）調査方法 

   郵送配布、郵送回収 

（３）調査期間 

   令和５年７月 14日から８月４日まで（３週間） 

 

３ 調査項目 

（１）事業者の属性 

（２）事業所運営における課題 

（３）市内で不足していると思う障害福祉サービス等 

（４）事業者の事業所拡大への意向 

  ・今後のサービス提供体制を把握 

（５）事業所拡大における課題 

  ・拡大の意向に対する課題を把握 

（６）防災対策 

（７）虐待防止対策 

（８）障害者差別解消の推進 

（９）医療的ケア児・者に対する支援実施状況 

（10）行政に対する意見 

（11）各サービスにおける現状と課題及び課題解決に向けたアイデア 

（12）障害福祉サービスでは提供できない部分での支援の必要性 

（13）相談支援事業所における課題 

 

４ アンケート調査票（案）   別紙「調査票（事業者）」のとおり 


